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パート１
社会保障・税の一体改革と

国民会議

２０２５年へ向けて、医療・介護のグランドデザインの議論
社会保障制度改革国民会議（会長 清家慶応義塾大学学長）
が2012年11月30日から始まった

http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=%E7%A4%BE%E4%BC%9A%E4%BF%9D%E9%9A%9C%E5%88%B6%E5%BA%A6%E6%94%B9%E9%9D%A9%E5%9B%BD%E6%B0%91%E4%BC%9A%E8%AD%B0%E3%80%80%E5%AE%89%E5%80%8D%E9%A6%96%E7%9B%B8&source=images&cd=&cad=rja&docid=qOeUAktpKy9doM&tbnid=AV3-z3Dub2ThGM:&ved=0CAUQjRw&url=http://www.kantei.go.jp/jp/96_abe/actions/201301/21shakaihoshou.html&ei=HScDUdfdJsqiigegvoDYCA&bvm=bv.41524429,d.aGc&psig=AFQjCNH0lMLJuC0dlEAeqcoiwrc8CZxEUg&ust=1359247518021709


団塊世代
700万人



東京



2012年は地域包括ケア元年



社会保障制度改革国民会議
最終報告書（2013年8月6日）

最終報告が清家会長から安倍首相に手渡し



国民会議報告のポイント

• 医療提供体制の見直し

–病床機能情報報告制度の早期導入

–病床機能の分化と連携の推進

–在宅医療の推進

–地域包括ケアシステムの推進

–医療職種の業務範囲の見直し

–総合診療医の養成と国民への周知

–医療法人制度・社会法人制度の見直し



医療法人制度・社会法人制度の見直し

• 医療法人等の間の競合を避け、地域における医療・介護サー
ビスのネットワーク化を図るためには、当事者間の競争より
も協調が必要であり、その際、医療法人等が容易に再編・統合で
きるよう制度の見直しを行うことが重要である。

• このため、医療法人制度・社会福祉法人制度について、非営利性
や公共性の堅持を前提としつつ、機能の分化・連携の推進に資す
るよう、例えばホールディングカンパニーの枠組みのような
法人間の合併や権利の移転等を速やかに行うことができる道を開
くための制度改正を検討する必要がある。

• 複数の医療法人がグループ化すれば、病床や診療科の設定、医
療機器の設置、人事、医療事務、仕入れ等を統合して行うことが
でき、医療資源の適正な配置・効率的な活用を期待することがで
きる。



地域連携ネットワークから地域統合ネットワークへ

Ｊk

地域統合ネットワーク

共同購入クラウド
電子カルテ

日本版ＩＨＮ
半径５０Ｋｍ~１００Km 圏内に急性期病院、

回復期リハ病院、慢性期病院、診療所、
介護福祉施設、大学の統合ネットワーク
（ＩＨＮ）を形成、売り上げ1000億～2000億
円規模

非営利ホールデ
イングカンパニー

今後







医療法人制度・社会法人制度の見直し

• あわせて、介護事業者も含めたネットワーク化や高齢化に伴いコン
パクトシティ化が進められているまちづくりに貢献していくことも見据
えて、医療法人や社会福祉法人が非営利性を担保しつつ都市再開

発に参加できるようにする制度や、ヘルスケアをベースとしたコン
パクトシティづくりに要する資金調達の手段を、今後慎重に
設計されるべきヘルスケアリート等を通じて促進する制
度など、総合的な規制の見直しが幅広い観点から必要である。

• 特に、社会福祉法人については、経営の合理化、近代化が必要であ
り、大規模化や複数法人の連携を推進していく必要がある。また、非
課税扱いとされているにふさわしい、国家や地域への貢献が求めら
れており、低所得者の住まいや生活支援などに積極的に取り組んで
いくことが求められている。



国土交通省が計画する
集約型都市(コンパクトシティ）づくり支援策

鉄道駅

１Ｋｍ

中心拠点区域

民間が5年
以上持つ
不動産

未利用地

空きビル

病院介護施設

住宅エリア

都市機能の移転で住宅も
中心部周辺に移行

育児施設

Ａ

移転

移転前の不動産の
売却益を実質減税

Ｂ不動産の売
却益を減税

Ｃ
中心部での施設の
整備費の8割を
国地方が補助

Ｃ



非営利ホールデイングカンパニーや

コンパクトシティ化における病院や高齢者住宅の
建て替え等には多額の資金が必要

現在、病院のファイナンス市場規模は11兆8200

億円、このうち銀行と福祉医療機構などによる
コーポレートファイナンシングが約11兆円

資金調達の一つの手法としてリートがある



パート2
地域包括ケアシステムと
サービス付き高齢者住宅



地域包括ケアシステムとは

介護が必要になっても、住み慣れた地
域で、その人らしい自立した生活を送
ることができるよう、医療、介護、予防、
生活支援、住まいを包括的かつ継続
的に提供するシステム

19

Aging in 
Place!





地域包括ケアシステムのイメージ

認知症患者へのサービス
複合型サービス

小規模多機能型居宅介護（
訪問看護と組み合わせた複
合型サービスを含む）
グループホーム

サービス付高齢者向け住宅などの住まい

ＮＰＯ，

住民参加、企
業、自治体など

在宅療養支援診療所

在宅療養支援病院

介護保険施設

定期巡回・随時対応型
訪問介護看護

日経ヘルスケア2012年1月号より著者改変



サービス付高齢者向け住宅

改正高齢者住まい法（2011年10月）



各国の介護施設・介護付高齢者住宅の割合

高齢社会白書「平成18年5月 介護保険事業状況報告」より

2020年までに３～５％へ
「住生活基本計画（H２３．３）



（特養に相当）

（ケア付き高齢者住宅）

1988年

高齢者・障害
者住宅法





生活支援サービス付き高齢者専用賃貸住宅の事例

ココファン日吉 （神奈川県横浜市） 平成22年3月開設

土地をＵＲより賃借して高齢者専用賃貸住宅と介護事業所を一体的に整備。
学習塾も併設し、高齢者と子供、地域住民の多世代交流の促進もめざす。

自立型 介護型

戸数 24戸 57戸

住戸面積 35.65～70.41㎡ 18.06～22.96㎡

家賃 105,000～188,000円 75,000～79,000円

共益費 4,600～7,500円 20,000円

サービス費 26,250～32,550円 32,550円

併設事業所等：
訪問介護、通所介護、短期入所
居宅介護支援
学習塾 （事業者グループ会社の経営）

テナント：クリニック、調剤薬局

住宅（介護型）
（２～３Ｆ）

クリニック
調剤薬局

学習塾

ディサービス
ショートステイ

住宅（自立型）
（２～４Ｆ）

訪問介護 26



１０年間で
６０万戸を
目指す！

2011年

高齢者住ま
い法改正

2016年3月現在
20万戸



大阪



国土交通省資料



パート３

サービス付き高齢者向け住宅と
ヘルスケアリート



サービス付き高齢者向け住宅と
資金調達

ヘルスケア・リートの応用



新生銀行ヘルスケアファイナンス部長藤村隆氏 資料より



新生銀行ヘルスケアファイナンス部長藤村隆氏 資料より



「ヘルスケア施設供給促進のための
不動産証券化手法の活用及び
安定利用の確保に関する検討委員会」

国土交通省、金融庁、厚生労働省
2013年





リート（REIT：Real Estate Investment Trust）とは？
不動産投資信託のこと、投資家から調達した資金を不動産に投資する仕組みのことで、
特に、日本の国内法に則った日本版REIT（J-REIT）のことを単にREITという場合がある。



ヘルスケア関連施設に特化した
Ｊリートの例

日本ヘルスケア投資法人（大和証券グループ系）2014年11月

ヘルスケア＆メディカル投資法人（三井住友銀行系）2015年3月



ARES 不動産証券化ジャーナルVol.05

「世界のREIT市場2011-2012」より抜粋・加工）



日米リートの投資比較
日本では

ヘルスケア
リートは極
めて少ない







東京大学公共政策大学院特任教授内藤伸浩氏

医療モール



ヘルスケアリートの対象は
大規模、高機能、高付加価値型

高齢者住宅



日本の従来の
サービス付き高齢者向け住宅は小規模

中井生活経済研究所調べ（2012年）



高齢化の進展と大型団地の関係

・今後高齢化が急速に進展するのは大都市近郊地域。

・当該地域は、公的賃貸住宅団地の立地と重複する（高度経済成長期での大都市への人口流入
に対応した大規模団地の立地）

1000戸以上
大型団地

2025年における後期
高齢者(75歳以上)人

口の増加率（指数
2005年＝100）

～150

～175

～200

～225

～250

～275

～300

～325

～350

351以上

首都圏での高齢化の伸び率（後期高齢者の人口増加率）
と大規模団地

公営住宅

公社住宅

ＵＲ都市機構住宅
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NHK2月19日放送
プロジェクト２０３０（１０）

“日本一の大家”団地再生事業

http://www.nhk.or.jp/shutoken/net/index.html


大型団地再生に「サ高住」助成

• 「地域居住機能再生推
進事業（30億円）」

– 平成25年度国土交通省
予算案

– 高度経済成長期に開発
されたニュータウンが今
や住民の高齢化真った
だ中

– ニュータウンの中には建
て替えによる高齢者対
応を進めるケース増え
ている

– 地方公共団体、住宅供
給公社などが地域ごと
に協議会をつくり団地再
生を行う場合に一部助
成をおこなうことになっ
た

– 対象
• 5ヘクタール以上

• 入居開始から30年以上
経過

• 公的tン対住宅の管理戸
数が1000戸以上



公的賃貸住宅団地における高齢者向け住宅・医療・福祉拠点の整備

柏駅

○交通：JR常磐線・東武野田線柏駅 バス5分
○敷地面積：３２．３ha
○管理戸数：４，６６６戸

豊四季台地区における長寿社会対応のまちづくり

柏市の豊四季台団地を含む豊四季台地区において東大（高齢社会総合研究機構）－
柏市－都市機構が共同で、当該地区での将来に向けたまちづくりを、住民や医療・
介護の関係者と一緒になって考え実行する「モデルプロジェクト」を計画し、
サービス付き高齢者向け住宅や福祉施設等を整備。

① サービス付き高齢者向け住宅
② 訪問看護ステーション
③ 小規模多機能型居宅介護事業所
④ 在宅療養支援診療所
⑤ 豊四季台地域の主治医診療所
⑥ 地域包括支援センター
⑦ 学童保育施設
⑧ 薬局

■事業予定地 千葉県柏市豊四季台

■予定事業期間 平成24年度～平成25年度

【高齢者向け住宅や医療・介護拠点
の整備】

48



安心して暮らせる

活力ある

超高齢化社会

柏－東大モデル

病院から在宅へ

病院 地域

24時間対応の訪問看護・介護

ニーズに即した
多様な住居

個々の状況に応じた
移動手段

かかりつけ医

元気高齢者を
地域の支え手に

遠隔医療

情報ネットワ
ーク

健康情報

薬局

コスト

家族の
QOL

高齢者
の
QOL

評価

プライマリケア体制

患者学

■豊四季台地区における長寿社会対応のまちづくり
柏市の豊四季台団地を含む豊四季台地区において東大（高齢社会総合研究機構）－
柏市－都市機構は共同で、当該地区での将来に向けたまちづくりを、住民や医療・
介護の関係者と一緒になって考え実行する「モデルプロジェクト」を計画⇒「豊四季

台地域高齢社会総合研究会」の発足（参加者：東大・柏市・都市機構）

長寿社会のまちづくり
－豊四季台地域の未来を考える－
柏－東大モデルの提案
講演会より 49



地域包括ケアによる地域開発

• 地域包括ケアを中心としたまちづくり、例えば
サービス付き高齢者向け住宅を中核とした、
サービス展開や、その地域に応じたようなサ
ービス提供を行うなど地域活性化につながる
ような取組が期待される。

• 例えば、米国のヘルスケアリートにおいては
、投資対象にＣＣＲＣ（※）があり、地域包括ケ
アやまちづくりに貢献している。

「ヘルスケア施設供給促進のための不動産証券化手法の活用及び
安定利用の確保に関する検討委員会」













日本版ＣＣＲＣの胎動
～地方創生、団塊世代の地方移住～





パート４
ヘルスケアリート検討会報告

「ヘルスケア施設供給促進のための不動産証券化手法の
活用及び安定利用の確保に関する検討委員会」

２０１３年３月
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検討会の４つのポイント

• ①ヘルスケアREITの普及啓発の実施
–ヘルスケアREITのしくみやメリットについて、わかり
やすく説明し、理解を求めていくことが必要

–特にREITは、施設を長期にわたり安定的かつ適切

に保有することや、施設転用の可能性が小さいこと
を説明するなど、利用者の不安を払拭する取り組
みが必要。



②ヘルスケアREITが留意すべき事項
• （1）オペレーターのモニタリング体制の拡充
・オペレーターを交代させることができる要件を賃貸借契約で明確化し、
万が一の場合のオペレーター交代手続きを事前に確認しておく。

• （2）賃貸借契約における合理的な条件設定
・利用者、オペレーター、REITといった関係者の不安を払拭するために、
オペレーターとREITとの間で締結する賃貸借契約で、提供するサービス、
建物の改修内容や賃貸借契約の解除・解約の条件を明確にしておく。

• （3）REITによる適切なデューデリジェンスと内外への情報開
示の実施
・オペレーターについて、収益状況の分析や信用度の確認、入居一時金
の未償却部分の保全状況、利用者保護の観点に沿った社内規定の有
無の確認など、十分なデューデリジェンスを行い、投資後もオペレーター
や施設のモニタリングを行うべき。

・そのためには、オペレーターの財務状況、施設の事業収支、物件内容
などについて入手できるような環境整備が前提となる。必要な情報を投
資家に開示することも重要。



③オペレーターの外部評価の充実

• 第三者からの評価のしくみができることは、
REITや投資家だけでなく利用者にも有用。

• しくみがないと評価コストが高くなり、評価しき
れないオペレーターの事業リスクによって投
資家の利回りが高くなり、オペレーターと投資
家の期待利回りがかい離するおそれがある。



④ヘルスケア施設を核とした地域活性化

• 医療、介護、予防、住まい、生活サービスを一体
的に提供する地域包括ケアへの参画は、ヘルス
ケア施設にとって有効なマーケティング戦略となり
得る。

• REITは投資対象の選定・運営を通じて、地域の活
性化に資することができる。



ヘルスケアREITの課題と期待



ヘルスケアREITの課題
• 1.制度リスク

–介護保険制度などの制度改正による事業リスク

– 2年に1回の診療報酬改定、3年に１回、介護保険計

画の策定・保険料の設定と介護保険報酬の改定が
実施される。

• 2.オペレーターリスク

–オペレーターの内容を把握するための評価手法が
確立されていない

–オペレーターが適切にヘルスケア施設を運営してい
るかどうか把握する必要がある。具体的には、オペ
レーターが提供するサービスの質、内部統制、及び
コンプライアンスの程度等。



ヘルスケアREITの課題
• 3.建物リスク

– 特殊性の高いヘルスケア施設の適切な維持管理を行うため
の費用

– 修繕費や資本的支出等、今後発生する費用を把握する必要
がある。

• 4.流動性リスク

– 建物設備・構造の特殊性等により転用が困難

– 厨房・食堂、大浴場及び避難用スロープ等、ヘルスケア施設
特有の設備を備えているので、転用可能な用途が制限され
たり、転用時の費用が大きくなることがある。

– また、ヘルスケア施設は一般に10億円前後のものが多く、機
関投資家が扱う物件としては規模がやや小さい。



ヘルスケアREITへの期待

• 1.民間資金を直接活用した多様なヘルスケ
ア施設の供給の促進

–不動産投資市場の投資家から資金調達を行うこ
とにより規模の大きなものなど多様な施設の供
給が可能となる。

• 2.ヘルスケア施設の所有と運営の分離

–ヘルスケアリートが施設の所有と維持管理を専
門的に行うことにより、オペレーターは施設の運
営に専念できる。

–またオペレーターは、自らの資金調達力にかか
わらず機動的な運営事業の展開が可能となる。



ヘルスケアREITへの期待
• 3.ヘルスケア施設にかかる不動産市場の形成

– ヘルスケア施設は転用が困難であることから、一般的には流
動性が低いといわれているが、ヘルスケア施設を取得するリ
ートの登場により、ヘルスケア施設にかかる不動産市場が形
成され、その流動性が高まる。

• 4.不動産の長期安定保有

– ヘルスケアリートは、一般の企業と同様に存続期間の定めの
ない法人として施設の長期保有が可能であるため、ヘルスケ
ア施設の安定的な利用に資する。

– また、施設の新設の場合、不動産の投資回収期間は長期に
わたるため、リートによって長期安定的に不動産が供給され
ることにより、オペレーターの経営安定化に寄与する。こうし
た事業者の初期的な負担能力の軽減に資する。



ヘルスケアREITへの期待

• 5.施設運営の透明化の確保

–ヘルスケアリートは投資家に対する十分な情報開
示が不可欠であることから、ヘルスケア施設の運
営、サービスの状況に関する情報開示の充実が
期待できるため、結果的に施設・オペレーターの運
営管理能力の向上や運営の透明化につながる。

• 6.資金調達手段及び運営手段の多様化

–上場ヘルスケアリートは、公開市場から資金調達
が可能となり資金調達手段の多様化が図られる。





病院リート活用のた
めのガイドラインが

必要

2014年1月29日



パート５
病院リート検討会報告

医療法人協和会千里中央病院（400床）



病院等を対象とするヘルスケアリートの
活用に係るガイドライン検討委員会





病院等を対象とするヘルスケアリートの
活用に係るガイドライン検討委員会

• 第一回会議(2014年9月26日)

第二回会議(2014年10月23日)

第三回会議(2014年12月19日)

第四回会議(2015年1月30日)

第五回会議（2015年6月17日）































適用対象と適用時期

• 適応対象
– （1）対象とする不動産

• 本稿の対象とする不動産は、医療法（昭和２３年法律第２０５号）第１条の５第１項
に規定する病院（以下単に「病院」という。）の用に供されている不動産（その一部
を病院の用に供されている不動産を含む。以下「病院不動産」という。）である。

– （2）対象とする宅地建物取引業者

• 本稿の対象とする宅地建物取引業者は、宅建業法第５０条の２等に基づき取引
一任代理等の認可を得て、リートの資産運用会社として病院不動産の取引を行う
、又は行おうとする宅地建物取引業者（以下「資産運用会社」という。）である。

• 適用時期
– 本稿の適用時期は、平成２７年４月１日とする。なお、平成２７年４月１日において、現
に病院不動産を運用対象としている資産運用会社に対する適用時期は平成２７年７月
１日とするが、資産運用を行うリートが平成２７年７月１日より前に新たな病院不動産
の取得を行う場合は、その取得の日を適用時期とする。





資産運用会社に求められる体制

• 資産運用会社は、病院不動産の取引を行う
場合、次のいずれかを満たすこととする。

– a．一定の経験を有する重要な使用人の配置

• 病院不動産への投資業務、融資業務、デューディリジ
ェンス業務若しくは不動産鑑定評価業務、病院開設者
への融資業務若しくはデューディリジェンス業務、又は
病院運営業務の経験等により、病院の事業特性を十
分に理解し、病院関係者と調整を行うことができる専
門的な能力を有する者が重要な使用人として配置さ
れた体制であること。



資産運用会社に求められる体制

– b．外部専門家からの助言

• 病院不動産への投資業務、融資業務、デューディリジ
ェンス業務若しくは不動産鑑定評価業務、病院開設者
への融資業務若しくはデューディリジェンス業務、又は
病院運営業務の経験等により、病院の事業特性を十
分に理解し、病院関係者と調整を行うことができる専
門的な能力を有する外部専門家から助言を受ける体
制であること。



資産運用会社に求められる体制

– c．投資委員会等への外部専門家の配置

• 投資委員会（資産の取得・売却及び資産の運営管理
に関する事項を審議し、又は決定する委員会）等にお
いて、病院不動産への投資業務、融資業務、デューデ
ィリジェンス業務若しくは不動産鑑定評価業務、病院
開設者への融資業務若しくはデューディリジェンス業
務、又は病院運営業務の経験等により、病院の事業
特性を十分に理解し、病院関係者と調整を行うことが
できる専門的な能力を有する外部専門家からの意見
を聴取する体制であること。

– d．その他

• 上記a．からc．までに掲げる者に相当する専門家が関
与すること。







病院関係者との信頼関係の構築
医療法等の遵守等

• （1）病院関係者との信頼関係の構築

– ・資産運用会社は、病院関係者に対し、リートの仕組みを
十分に周知するとともに、緊密なコミュニケーションに基
づいた信頼関係を相互に構築するよう努めること。

– ・賃貸借契約の履行等について、一方的な賃借料の引き
上げ等が行われないよう、双方又は一方からの求めに応
じて、病院関係者と資産運用会社が話し合いを行うため
の体制を整備すること

– 資産運用会社は、病院関係者が地域医療計画達成の推
進に資するため医療連携体制の構築に必要な協力をし
地域において必要な医療を確保するという役割を果たす
と医療法に規定されていることを十分に理解し、都道府
県等に対して病院不動産の取引に関して適切な情報提
供を行う等の対応をすること。



病院関係者との信頼関係の構築
医療法等の遵守等

• （2）医療法等及び関連通知の遵守

–資産運用会社は、自らの行為が医療法その他関
連する法令（以下「医療法等」という。）の規定及
びこれに関連する通知に抵触することがないよう
留意すること。特に、賃借料が医療機関の収入
の一定割合とすることは適当でないことに留意す
ること。

–医療法に関連する通知としては、現時点で特に
留意すべきものとして、次のようなものがある。な
お、通知ごとに主な事項を記載する。（以下略）







病院リートのポイント

• ポイント１

–一定の経験を持つ専門家の配置

• ポイント２

–資産運用会社の行為が、医療法の規定やその
関連法令・通知に抵触することがないよう留意す
る

• ポイント３

–医療行政への事前・事後の相談



２０２５年へのカウントダウン
～地域医療構想・地域包括ケアはこうなる！～

• 武藤正樹著

• 医学通信社

• Ａ５判 ２７０頁、２８００円

• 地域医療構想、地域包括ケア
診療報酬改定、２０２５年へ向
けての医療・介護トピックスetc

• 2015年9月発刊



まとめと提言

・ヘルスケアリートはサービスつき高齢者住宅、病院等の
資金調達のひとつの手段として活用されるべき

・大規模、多機能、高機能プロジェクトにこそリートが最適
ＣＣＲＣ，地域連携推進法人など

・病院リートの課題は、資産運用会社の体制と医療機関と
の信頼関係の構築にある

・



ご清聴ありがとうございました

本日の講演資料は武藤正樹のウェブサイ
トに公開しております。ご覧ください。

武藤正樹 検索 クリック

ご質問お問い合わせは以下のメールアドレスで
gt2m-mtu@asahi-net.or.jp

国際医療福祉大学クリニックhttp://www.iuhw.ac.jp/clinic/
で月・木外来をしております。患者さんをご紹介ください

フェースブッ
クで「お友達
募集」をして
います

mailto:gt2m-mtu@asahi-net.or.jp
http://www.iuhw.ac.jp/clinic/

